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各団体の取組目標・取組内容



各団体の取組目標・取組内容
団
体
名

2024年度
取組状況

2025年度
取組目標

2025年度
取組内容

日本
建設
業連
合会

• 「CCUS普及の新目標」については、会員個別に設定し
た就業履歴数の目標値の達成状況を毎月の理事会にて報
告している。今年度の全会員の目標達成状況は、毎月
概ね目標の2倍近くの実績であり、最新の１月の目標
達成率は189％となっている。

• その他、事業者登録率、技能者登録率、現場登録に関
して、低位推計に基づき毎年度の達成目標を設定してお
り、上半期と下半期の年2回会員にフォローアップ調査
を行っており、204年度上半期の状況は、事業者登録率
は、前年度より目標が5％上がったため、達成率は事業
費割合で約50％であったものの、それ以外の目標につ
いては概ね95％程度の達成率で推移している。

• また、数値目標を達成するための具体的な方策を示し
た「CCUS普及に係る目標達成のための日建連の推進方
策」を毎年策定。会員企業に対して様々な取組内容を
示し、さらなる普及促進、そして活用促進に努めてい
るところ。

• 2023年10月に開始された事業者登録の更新については、
会員企業に適切に更新を行うことを要請するとともに、
色別カードの取得促進を働きかけている。

• これらの目標設定や推進方策策定の際には、当会内で
CCUSへの取組が進んでいる大手会員企業の先進的取組
を聴取し、全会員へ横展開している。

• さらに、理事会社以外の会員に対しては、毎年担当常務
が各社を訪問した際に、CCUSの取組状況や課題などを
聴取し、さらなる普及促進に理解を求める活動を行って
いる。

「CCUS普及の新目標」及
び「CCUS普及に係る目標
達成のための日建連の推進
方策 (2025) を策定し、そ
れに基づき取組みを進める。

• 協力会社組織を通じた取組み（登録要請、支店、
地区単位の説明会、代行申請の活用）、現場単位で
の取組み（安全大会等の場を活用した代行申請、
見積時の依頼）等につき、会員会社の具体的な取
組みの横展開を図りつつ推進。

• 新目標の数値目標を社内、現場で共有。現場登
録・カードリーダー設置を徹底するなど、全社的体
制を強化。

• 建退共の電子ポイントとCCUSの就業履歴データ
が自動連携されることを踏まえ、建退共の電子申
請を推進し、建退共・CCUS加入者のカードタッ
チに対する建退共完全掛金支払いを推進。

• 2025年中に施行される「労務費の基準」を踏まえ、
協力会社や下請会社に対し、能力評価の申請を促
進。
能力評価の申請及びレベルに応じた賃上げの取組
みについては、厚生労働省の助成金を活用。

• 各種意見交換会の場などを通じて、国、地方公共
団体、独立行政法人・特殊会社等の発注者に対し
てCCUSを発注に義務付けることなどによる活用を
要請。

• 専門工事企業側のメリットのため、協力会社の施
工能力等の見える化評価への申請を促進。

• 「CCUS普及の新目標」の数値目標について会員各
社の取組状況を調査し、フォローアップ。

• 理事会社以外の各社ごとに日建連事務局の担当役
員を決め、就業履歴蓄積促進に向けた働きかけを
実施。 1



各団体の取組目標・取組内容
団
体
名

2024年度
取組状況

2025年度
取組目標

2025年度
取組内容

全国
建設
業協
会

・47都道府県建設業協会の総意として、11 
月19日政府・与党幹部に、要望を実施。
（要望内容：カードのレベルアップに応
じた設計労務単価の引上げ、カード
タッチと建退共ポイントの連携、多能
工の位置付けの明確化。中小建設現場
でのメリットになるようシステム・制
度の改善等）

・「地域ぐるみCCUS普及促進プロジェク
ト」登録協会のCCUS普及促進の取組を
機関紙（全建ジャーナル）にて水平展開。
また、未登録の5協会への加入促進。

・本年度より設置した「地域ぐるみCCUS
普及促進プロジェクト」のWGを開催し、
就業履歴を蓄積できる環境整備等につい
て各協会と意見交換会を実施し、意見の
まとめを国交省、振興基金に提出。

・会員企業のアンケートにて、就業履歴
の蓄積できる環境の整備状況を調査。

（就業履歴蓄積できる現場がないと回答し
た企業は、Ｒ５年度45.9％→Ｒ６年度
38.2％と改善） 

・労働安全を中心とした研修会（全国15会
場）の中で、現場責任者層等に対して、
CCUSの現状、必要性を説明。

全建の令和７年度の取組を通
じて、会員企業に対し、制度
の普及を図り、事業者・技能
者の登録を促進するとともに、
CCUS利用拡大に向けた3カ年
計画（国土交通省）に沿って
「就業履歴を蓄積できない現
場の解消」等に向けて取組を
進める。 

・「地域ぐるみＣＣＵＳ普及促進プロジェ
クト」を推進し、登録協会（現在46都道
府県協会）について取組内容の深化を図
りその取組内容の水平展開を図るほか、
CCUSに係る諸問題の検討を行い、関係
機関等へ意見要望を行う。

・会員企業における「就業履歴を蓄積でき
ない現場の解消」に向けて、調査により
実態を把握し、取組を推進する。

・建設業退職金共済制度について、電子申
請システムの普及促進とそのためのイン
センティブ、技能者の技能レベルに応じ
た処遇改善に資する制度の見直しやＣＣ
ＵＳとの一層の連携促進等について必要
な提言・要望を行う。

・ＣＣＵＳ登録支援業務（建設業振興基
金）、「人材確保等支援助成金（建設
キャリアアップシステム等活用促進コー
ス）」（厚生労働省）の活用促進を図る。
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団
体
名

2024年度
取組状況

2025年度
取組目標

2025年度
取組内容

全国
中小
建設
業協
会

• 地域別ブロック意見交換
を実施し、企業として
CCUS導入に向けて何が
問題となっているか具体
的な懸念点等について国
交省と意見交換を行った。
意見交換での結果につい
て会員傘下企業に周知し
普及促進を図る予定とし
ている。

• 地域別ブロック意見交換を実施し、導入
を懸念している企業について問題点等を
分析し、解決に向けての環境改善に取組
むとともに、会員傘下企業に周知し普及
促進を図る。
問題解決の一方法として

①ＣＣＵＳ対象公共工事において利用経
費を積算計上するよう要望

②相談窓口に頼らない分かりやすいマ
ニュアルの作成要望

・ＣＣＵＳの導入懸念企業について詳細に分
析・把握し解決に向けての提案等を行う。
・地方公共団体に対しＣＣＵＳ対象工事の要
望を実施する。

建設
産業
専門
団体
連合
会

企業ID取得率、個人ID取得
率等調査中
参考：R５（正会員）

企業ID取得率40.7％
個人ID取得率58.1％

各団体の取組目標・取組内容
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現在作成中



団
体
名

2024年度
取組状況

2025年度
取組目標

2025年度
取組内容

日本
空調
衛生
工事
業協
会

『日空衛におけるＣＣＵＳ推進方策（令和６
年度）』
・年間の就業履歴登録数１１０万件。
（1月末現在の達成率約52％）

・原則として、契約金額１億円以上の元請現
場については、現場登録を行う。

上記目標に向けた取組状況
・主要な企業会員へのヒアリング、支部ごと
の会議を通じて現場登録の促進及びCCUS
への意見要望の収集。

・能力評価制度について、協力会社関係団体
（全ダ連、日管連、保温保冷協会）との意
見交換及びアンケート調査の実施。

・補助事業の継続実施。

各団体の取組目標・取組内容
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現在作成中



団
体
名

2024年度
取組状況

2025年度
取組目標

2025年度
取組内容

日本
電設
工業
協会

・当協会発行のメールマガジ
ン・協会HPにて事業者登録
を開始している旨、情報提供
・CCUS専門委員会で登録状
況を確認中。
・更新状況確認を含め、
2024年ｱﾝｹｰﾄを実施し、現在
集計中。
・協会正会員の加入者の元請
け現場登録も確認中。

・2024年度の事業者登録更新率（80%）の
維持。

・事業者登録及び元請工事におけるCCUS
登録現場数の維持・推進。

・CCUS活用によるメリットの周知展開。

・会員企業における事業者登録更新の推進。
・2024年度の元請工事におけるCCUS登録現
場数は約350件であったが、2025年度もア
ンケート調査を継続し、状況の確認を実施。

・当協会発行のメールマガジン及び機関誌に
CCUS関連の情報を掲載し、情報提供を行
う。

住宅
生産
団体
連合
会

• 労働時間を正確に把握す
るため、入退場時刻の取
得に向け、各社のAPI連携
状況も踏まえながら機能
改善を振興基金と検討し
た。

• 建築大工以外の住宅関連
職種の技能者に関する評
価基準策定に向け、関連
職種に係る評価団体との
調整を全建総連及び振興
基金を中心に実施し、住
宅業界団体と協力しなが
らほぼ職種ごとの対応案
をとりまとめた。今後国
交大臣認定に向け進める。

• 企業登録、現場登録、技能者登録を推進
するため、CCUSの現状およびその登録
の必要性を住宅生産に関わる企業に周知
する。

• 建築大工以外の住宅関連職種の技能者に
関する評価基準を策定し、引き続き関連
職種の国交大臣認定を進める。また、現
在検討している職種から漏れている技能
者への対応についても国交省および建設
業振興基金と進めて行く。

• 機関誌（年四回発行）にCCUSの意義、現
状などを掲載し、住宅生産に関わる企業に
その登録の必要性を周知し、同時に技能者
への登録の推奨を呼びかけるよう誘導する。

• 技能者登録の受け皿としての評価基準の整
備を行う。また、現状受け皿の無い職種に
ついては現状調査などを進め、どのような
形で評価してゆくかを国交省を交えた検討
会などで議論する。

各団体の取組目標・取組内容
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団
体
名

2024年度
取組状況

2025年度
取組目標

2025年度
取組内容

全国
建設
労働
組合
総連
合

• 【全加盟組合の役員及び事務局を
対象にしたCCUS全国研修会】3月
21日に開催する。研修会では、町
場における事業者登録・技能者登
録と能力評価の促進を強める。

• 【人確金・CCUS等普及促進コー
ス】24年度の登録促進事業に取り
組み、全建総連関係の5事業主団体
で、技能者登録料・事業者登録料
補助の計画に取り組んでいる。

• 【災害時における労働者供給事
業】能登半島地震災害、山形豪雨
災害、石川能登豪雨災害において、
木造仮設住宅現場でCCUSの技能
者登録と就業履歴の蓄積作業に取
り組む。

• 【住宅関連能力評価基準（案）】
住宅建築に携わる技能者で能力評
価基準が整備されていない職種を
包括的に対象とする「住宅関連能
力評価基準（案）」を、関係する
各職種団体と調整を行ってきた。

• 加盟組合の認定登録機関の開設を引き続き進
め、インターネット申請に対応できない対面
での相談・対応を望む小零細事業者、高齢の
技能者等の登録をサポートする。

• 全加盟組合の役員及び事務局を対象にした
CCUS全国研修会をオンライン開催し、組織内
のCCUS推進の意思統一を図り、組合員の
CCUS登録、就業履歴登録の現場運用、能力評
価の取得、事業者評価の取得を進める。

• 厚生労働省の人材確保等支援助成金建設キャ
リアアップシステム等普及促進コースのうち、
事業者登録と技能者登録の登録促進事業、
カードリーダーの普及促進による就業履歴蓄
積促進事業を活用し、事業主に対してCCUSへ
の登録促進と就業履歴の蓄積への支援に取り
組む。

• 住宅建築現場における能力評価基準未整備の
職種等について、レベル判定が可能となるよ
う、認定に向けた準備を加速させる。

• 全加盟組合の役員及び事務
局を対象にしたCCUS全国研
修会や交流会を予定し、
CCUS推進の意思統一をして
いく。

• 厚生労働省の人材確保等支
援助成金建設キャリアアッ
プシステム等普及促進コー
スのうち、事業者登録と技
能者登録の登録促進事業の
普及促進による就業履歴蓄
積促進事業を活用し、事業
主に対してCCUSへの登録促
進と就業履歴の蓄積への支
援に取り組んでいく。

各団体の取組目標・取組内容
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